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１ 業務環境 

（１）茨城県の景気動向 

日本銀行水戸事務所発表（令和７年３月７日）の茨城県金融経済概況によると、個人消費は、物価上昇の影響がみられ

るものの、緩やかに増加しています。住宅投資は弱い動き、公共投資は緩やかに増加、設備投資は前年度を上回る計画と

なっています。また、生産活動は、海外経済減速の影響などから、弱めの動きとなっています。 

（２）中小企業・小規模事業者を取り巻く環境 

財務省関東財務局水戸財務事務所発表（令和７年３月１２日）の令和７年１～３月期の県内法人企業景気予測調査によ

ると、県内中小企業の景況判断指数ＢＳＩ（※）は、前回（令和６年１０～１２月）に比べ８．３ポイント悪化のマイナ

ス１６．９と、「下降」超幅が拡大しています。 

県内経済は緩やかな回復を続けているものの、中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、物価や貸出金利の上昇、

構造的な人手不足や賃上げの動向に加え、海外経済政策にも注視が必要であり、不確実性が高く、予断を許さない状況が

続くものと予想されます。 

  （※）「景況判断指数ＢＳＩ」：四半期毎の法人企業景気予測調査における景気などの判断調査項目で、“上昇”と回 

答した企業の構成比から“下降”と回答した企業の構成比を差し引いて算出される指数。 

 

２ 業務運営方針 

当協会は、国や地方公共団体の施策に呼応し、原材料価格高騰や人手不足等により厳しい経営環境に置かれている中小企

業・小規模事業者（以下、「中小企業者」という。）の事業の継続と発展を支えるため、関係機関と連携しながら、中小企業

者に寄り添った保証と経営支援の強化をより一層推進していきます。 

また、活力ある信頼性の高い組織体制を構築するために、計画的な人材採用・育成及び職員のワークライフバランスの推

進に取り組むとともに、コンプライアンス及び危機管理の態勢強化に努めます。さらに、「信用保証業務を通じたＳＤＧｓ
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（持続可能な開発目標）」を引き続き推進しながら、地域社会への貢献に資する各種活動にも取り組んでいくこととします。 

 

以上のことから、以下のとおり重点課題に取り組んでまいります。 

 

 

（１）政策的保証制度と地方公共団体融資制度の推進 

①中小企業金融におけるセーフティネットとしての役割を果たすため、大規模な経済危機や災害等の事象により著しい信

用収縮が生じた際には、経営安定関連保証や災害関連保証等を活用することにより、中小企業者の資金繰りを支援しま

す。 

原材料価格高騰や人手不足等の影響を受けている中小企業者など、経営環境の変化等により資金繰りに支障を来してい

る企業に対しては、令和７年３月１４日に創設した協調支援型特別保証制度や、経営力強化保証、県パワーアップ融資、

約定返済負担の増加を抑えながら追加的な資金を支援する借換保証や返済負担軽減のための条件変更を適切に行うこ

とにより、資金繰りの円滑化を支援します。 

また、コスト構造が変化する中、収益力を改善し稼ぐ力を高めるために、新規事業分野への進出や業態転換等の事業再

構築に取り組む中小企業者に対しては、県新分野進出等支援融資を積極的に活用し、必要な資金を支援します。 

さらに、令和６年３月１５日から取扱いを開始した、中小企業者の選択により信用保証料を上乗せすることで経営者保

証を不要とする「事業者選択型経営者保証非提供制度」等を活用しながら、中小企業者による思い切った事業展開等を

支援します。 

②ビジネスチャンスを見い出しチャレンジする創業者に対しては、創業関連保証や経営者保証を不要とするスタートアッ

プ創出促進保証を、経営環境の変化などによる影響を受けやすい小規模事業者に対しては、小口零細企業保証などを活

用しながら、企業の持続的発展を支え、地域の活性化に寄与していきます。また、商工業と農業を兼業する中小企業者

に対しては、引き続き農業ビジネス保証の利用を推進します。 

③低金利で信用保証料の補助等がある県の融資制度や市町村金融制度は、中小企業者の資金調達コストの低減が図れるこ

とから、積極的に活用し、事業の発展や生産性向上への取組みに繋げていきます。また、併せて、創業者や新規事業分

野への進出、設備投資を対象にした融資制度等については、当協会においても信用保証料の割引を実施し、より利便性

の高い制度として利用の促進を図っていきます。 
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（２）中小企業者の実情に応じた適正保証の推進と利便性の向上 

①現地調査を積極的に行い、中小企業者の現況とニーズを的確に把握するとともに、財務内容だけでなく、事業内容や

成長可能性を適切に評価する事業性評価についても取り組み、適正保証の推進に努めます。特に、保証付融資の割合

が高く、収益力の改善が必要と判断される中小企業者については、必要に応じて茨城県中小企業活性化協議会への相

談持込を行うなど、企業の実情に応じた支援を行います。 

②各種経営課題に取り組む中小企業者の資金需要に迅速かつ適切に対応するため、新たな融資制度の創設や既存の融資

制度の見直しについて県や市町村、金融機関、中小企業支援機関と意見交換や協議を継続的に行い、利便性を高めて

いきます。 

③中小企業者や金融機関などの保証利用者目線での業務改善に積極的に取り組んでいきます。令和６年度から一部の金

融機関において保証申込の電子手続きが開始し、令和７年度中にも順次取扱開始が予定されていることから、円滑な

取扱いの開始に向け取り組んでいきます。また、取扱開始が未定の金融機関については、引き続き情報を共有しなが

ら、取扱開始に向けて協議を進めていきます。 

 

（３）収益力改善等に向けた金融機関との連携強化 

①金融機関本部・営業店との階層別情報交換会や意見交換会を実施し、中小企業支援についての共通認識を深め、中小企

業者の経営改善や収益力改善に資する取組みを一体となって後押しする態勢を強化します。 

②金融機関の融資に際しては、中小企業者の実態に応じて、プロパー融資（信用保証なしの融資）と信用保証付き融資の

適切なリスク分担を図る観点から、令和７年３月１４日に創設した協調支援型特別保証制度を活用しながら協調融資を

推進するとともに、融資後の期中管理・経営支援が十分に実施されるよう連携を図っていきます。 

 

（４）経営者保証に依存しない融資慣行の確立 

①経営者による思い切った事業展開、円滑な事業承継、早期の事業再生等を支援するため、令和４年１２月２３日に経済産業

省、金融庁、財務省の連名で公表された「経営者保証改革プログラム」の趣旨を踏まえ、経営者保証を不要とするスタート
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アップ創出促進保証の利用を促進するとともに、令和６年３月１５日から取扱いを開始した中小企業者の選択により信用保

証料を上乗せすることで経営者保証を不要とする「事業者選択型経営者保証非提供制度」等を積極的に活用します。また、

経営者保証を不要とする融資の取扱いについては、金融機関と個別の中小企業者に対する支援方針などを協議しながら、「経

営者保証に関するガイドライン」の趣旨に沿った運用を図っていくことで、経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向け

て取り組んでいきます。 

 

（５）中小企業支援機関との連携強化 

①令和４年９月に関東経済産業局、水戸商工会議所、茨城県中小企業活性化協議会と締結した「中小企業の収益力改善・

事業再生・再チャレンジの総合的支援に向けた連携協定」に基づいた連携を深め、さらに、「茨城県中小企業支援ネッ

トワーク会議」を開催し、中小企業者への支援策等について情報交換を行うとともに、中小企業者のライフステージに

応じた支援について参加機関と情報共有を図り、連携の強化に努めます。 

また、事業承継に課題を抱える企業に対する訪問を行い、茨城県事業承継・引継ぎ支援センターと連携し「経営支援強

化促進補助事業」（以下、「経営支援事業」という。）を活用した外部専門家派遣等により、企業の将来に対する相談に

応じるとともに、金融機関との連携もさらに深めながら、株式取得資金等の事業承継時の資金需要に対して、事業承継

に対応した保証制度の利用を推進します。 

②茨城県産業会館内の中小企業支援団体と締結した「産業会館産業支援団体間における事業連携に関する協定」に基づき、

産業会館産業支援団体連絡会議を定期的に行い、連携を強化しながら事業に取り組んでいきます。 

③茨城県よろず支援拠点等の中小企業支援機関との相互理解を深めながら、それぞれの機関の特徴や強みを活かし、中小

企業者の経営課題の解決に取り組んでいきます。 

④金融機関とビジネスフェアやビジネスマッチングを共催し、中小企業者のビジネスチャンスを創出するほか、他の関係

機関が主催するビジネスフェアなどの中小企業支援事業にも積極的に協力し、販路開拓や事業の拡大などを後押ししま

す。 

 

（６）創業支援の充実 

①創業予定者や業歴３年未満の創業者に対して、「経営支援事業」を活用しながら創業計画の策定や外部専門家の派遣を
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行い、創業予定者へのアドバイスから創業後のフォローアップまで包括的な支援を行うなど、事業のスタートアップ時

のサポートについて、積極的に取り組んでいきます。 

②県や市町村、商工団体など関係機関が主催するセミナーや相談会に職員を派遣し、ネットワークによる創業支援態勢を

継続・強化します。また、創業に対する理解を深めてもらうとともに、将来的な創業意欲の醸成に繋げるため、大学等

が開催する創業講座に講師として職員を派遣します。 

③日本政策金融公庫との協調支援（融資）を推進し、創業支援態勢の強化を図るとともに、創業後のフォローアップセミ

ナーを共催し、創業者の円滑なスタートアップを支援します。 

④創業予定者からの相談に対応するため、創業相談窓口を引き続き設置し、創業計画の策定から金融支援等に関する幅広

いアドバイスを行います。 

 

（７）経営改善支援・再生支援の強化 

①返済緩和を実施している先など、収益力等に課題を抱える中小企業者を訪問し、それぞれの課題に応じた外部専門家の

派遣や借換保証等の提案を行うなど、経営改善支援・資金繰り支援を積極的に行います。 

②収益構造の変化の影響などにより、事故や延滞に至る企業の増加が懸念されることから、企業の資金繰り悪化を早期に

把握し、細やかな期中支援を行うほか、条件変更や借換保証等を行うことにより、資金繰りの改善を促します。 

③複数の金融機関と取引のある中小企業者への支援方針の調整に際し、当協会が事務局となる経営サポート会議を活用し

て意見交換を行い、金融機関の迅速な方針決定を促していくとともに、経営改善サポート保証や経営力強化保証等によ

り経営改善に必要な保証支援についても積極的に対応していきます。 

また、認定経営革新等支援機関（国が認定する金融機関、外部専門家等の支援機関）と連携し、経営改善計画の策定に

ついて国の「経営改善計画策定支援事業」を活用して支援するとともに、同事業における中小企業者の費用負担部分へ

の当協会の一部費用補助を引き続き実施します。 

④一部債権放棄など抜本的な再生支援が必要と判断される企業に対しては、早期の事業再生に向けて、茨城県中小企業活

性化協議会への相談持込を行うなど、各種再生スキームを活用した実効性の高い再生計画の策定支援に加え、策定後の

フォローアップなど、計画の実現に向けて能動的に役割を果たしていきます。また、「中小企業の事業再生等に関する

ガイドライン」や「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」等に基づく事業再生や債務整理の申し出

に対して、実情を踏まえて適切に対応していきます。 
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⑤中小企業者からの経営相談や金融機関の紹介を含めた金融相談に対応するため、引き続き経営相談窓口を設置します。 

⑥外部専門家派遣や経営改善計画策定支援などの経営支援の取組みについて、次の指標により定量的な経営支援の効果検

証を行います。中小企業者は、外部環境の変化による影響を受けやすいことを鑑み、ⅰ～ⅲの各指標については、目標

値を目安とし、支援先の指標値が非支援先の指標値を上回ることを目指します。 

ⅰリスケ正常化率（正常化企業の割合）…目標値６０％ 

ⅱ営業利益率（改善企業の割合）   …目標値５０％ 

ⅲ生存率（生存企業の割合）     …目標値９０％ 

ⅳ満足度（満足と評価した企業の割合）…目標値９３％ 

 

（８）経営資源の充実 

①新卒採用だけでなく中途採用も活用して計画的に人材を採用していくことで組織の活性化を図ります。また、関係機関

等への職員派遣を通じて、派遣先との連携を深めるとともに人材育成の強化に努めます。引き続き課題別や階層に応じ

た効果的な内外研修を実施することで、中小企業者に寄り添い、的確な支援策を提案できる人材を育成していきます。

併せて、職員のＩＴリテラシーの向上などリスキリングにも取り組みます。また、人事考課制度等の不断の見直しによ

り、職員が働きやすく、仕事に誇りとやりがいを感じる組織づくりに取り組んでいきます。 

②各業務における課題を抽出しながら、業務の見直しやスリム化を引き続き検討し、効率的な業務運営を行います。また

職員各人が持つ能力を最大限発揮出来るよう、多様な働き方に対応することで、ワークライフバランスを推進し、職員

の健康保持・増進に向けた健康経営に取り組みます。 

③協会を取り巻く環境が変化する中、中小企業者の多様なニーズに応えるべく、電子化を推進し、将来の組織体制ととも

に、職場環境の在り方についても検討を進めます。 

 

（９）コンプライアンスおよび危機管理の態勢強化 

①コンプライアンスとは「法令の遵守」にとどまらず、「公的機関として社会の要求・期待を満たすもの」でもあるとい

う共通意識の浸透を図るため、内外研修を反復継続して行います。また、検査部門による検査を各部署に実施し、適正

な業務運営に努めるとともに、個人情報管理の徹底のため、個人データの取扱いに関する点検及び検査を定期的に行い
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ます。 

②危機管理については、近年深刻な自然災害が頻発していることを踏まえ、不測の事態に直面した際に中小企業金融のセ

ーフティネットとしての役割を充分に果たすため、「事業継続計画（ＢＣＰ）」の管理、周知及び実行性を高めるための

訓練を行い、危機管理の態勢強化を図ります。また、関東ブロックの協会と災害時に相互に連携・協力する体制につい

ても継続して維持し、危機対応に備えます。併せて各種感染症に対して、職場内における感染予防や感染対策に努めま

す。 

 

（10）広報活動の充実 

①当協会独自のイメージキャラクターを活用し、新聞広告やＬＩＮＥなどの各種媒体を利用して当協会の情報発信を一層

強化していきます。また、県内に本拠地を置くスポーツ団体に対し、オフィシャルパートナーとしての協賛を行うなど、

地域活性化に繋がる事業や活動などにも積極的に協力することで、社会的役割を果たしていきます。 

②中小企業者向け情報誌（ＩＣＧＰｒｅｓｓ）を発行し、保証利用企業約 35,000 者に直接送付して、各種保証制度や当

協会の経営支援事業に加え中小企業支援機関の取組み等を紹介することで、中小企業者の収益力改善や経営改善等の支

援に繋げていきます。 
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３ 事業計画 

 

令和７年度の保証承諾等の主要業務数値（計画）は、以下のとおりです。 

項  目 金  額 対前年度計画比 

保 証 承 諾 ２，０００億円 ８４．４% 

保証債務残高 ５，６８０億円 ９５．５% 

代 位 弁 済 １３０億円 １０８．３% 

回  収 ２１億円 １０５．０% 
 

 


